
平成３０年２月１４、１６、２１日 

 

登別市保健福祉部高齢・介護グループ 

登別市介護予防・日常生活支援 
総合事業について 

住民説明会 
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本日の要点 

１ 総合事業とは何か？ 

 

２ なぜ総合事業ができたのか？ 

 

３ 総合事業の内容は（平成３０年度からの）？ 

 

４ 総合事業の利用方法は？ 
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１ 総合事業とは何か？ 
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要介護５ 
｜ 

要介護１ 

要支援２ 
｜ 

要支援１ 

上に行くほど状態は重い 

要介護状態と
なるおそれの
高い高齢者 

・ 
元気な高齢者 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付 
（要支援１～２） 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

○施設サービス 
・特別養護老人ホーム 
・介護老人保健施設 
・介護療養型医療施設 

○居宅サービス 
・訪問介護、訪問看護 
・通所介護、短期入所 など 
○地域密着型サービス 
・認知症対応型共同生活介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・地域密着型通所介護 など 

○介護予防サービス 
・訪問介護、訪問看護 
・通所介護、通所リハ など 
○地域密着型サービス 
・認知症対応型共同生活介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・地域密着型通所介護 など 

○二次予防事業 
 
○一次予防事業 

○二次予防事業 
・通所型事業（運動機能、栄 
 養改善、口腔機能等） 
○一次予防事業 
・通所型事業（運動機能、栄 
 養改善、口腔機能等） 
・出前講座、健康相談 
  など 
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地
域
支
援
事
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介護保険制度の概要 



総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業の略称です）とは 

 高齢者の皆様が住み慣れた地域で、いつまでも生き生きと自立した生活を送れるよう、
地域全体で高齢者を支えるとともに、介護予防の取り組みをより一層進めることを目的と
した事業です。 

登別市では、平成２９年４月から実施しております。 

総合事業とは 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付 
（要支援１～２） 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

平成２８年度まで 平成２９年度から 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付（要支援１～２） 

介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援１～２、それ以外の者） 
○介護予防・生活支援サービス事業 
 ①訪問型・通所型サービス 
 ②その他の生活支援サービス 
 
○一般介護予防事業 

○二次予防事業 
 
○一次予防事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

現行と同様 
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事業に移行 

全市町村で 
実施 

多
様
化 



２ なぜ総合事業ができたのか？ 
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（厚生労働省：ホームページから抜粋） 
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（厚生労働省：ホームページから抜粋） 
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（厚生労働省：ホームページから抜粋） 
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（第７期介護保険事業計画から引用） 

登別市の人口の推計 
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平成32年度が 
高齢者人口の

ピーク 

Ｈ２７   Ｈ２８   Ｈ２９  Ｈ３０   Ｈ３１  Ｈ３２  Ｈ３７  Ｈ５２ 



（第７期介護保険事業計画（素案）から引用） 
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登別市の高齢者のいる世帯の推移 



（第７期介護保険事業計画（素案）から引用） 

登別市の要介護（要支援）認定者数、認定率の推移 
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（厚生労働省：地域包括ケア「見える化」システムから抜粋） 

登別市の介護費用額の推移 
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約３２億円 



（厚生労働省：ホームページから抜粋） 
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（厚生労働省：ホームページから抜粋） 
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第１号被保険者の保険料基準額（月額）の推移は
下表のとおりです。  

年度 全国平均 登別市 

平成１２～１４年度 ２，９１１円 ２，９６５円 

平成１５～１７年度 ３，２９３円 ２，９６５円 

平成１８～２０年度 ４，０９０円 ３，５００円 

平成２１～２３年度 ４，１６０円 ３，３００円 

平成２４～２６年度 ４，９７２円 ３，５００円 

平成２７～２９年度 ５，５１４円 ３，７００円 

登別市の第１号被保険者の保険料基準額の推移 
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総合事業の背景：ニーズの増大と担い手の減少 

団塊の世代が７５歳を向える２０２５年には、要介護リスクが高く
なってくる後期高齢者（７５歳以上）人口は、増加し続けるが、一
方で、生産年齢（１５－６４歳）人口は継続的に減少し、その
ギャップは拡大し続ける。 

 
単に支援を必要とする高齢者の増加だけでなく、単身世帯・高齢者
のみ世帯の増加により、在宅生活を支えるための生活支援ニーズは
高齢者人口の増加以上に、急速に高まってくることが予想される。 

 
他方、在宅介護のニーズが増加する中で、それを支える専門職数の
増加は、要介護者の増加に対応できるほどは期待できない。 

 
２０２５年に向けた地域包括ケアシステムの構築は、増加するニー
ズへの対応と生産年齢人口の減少という、２つの困難な条件のもと
に進めなければならない。 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング：介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイント解説を参照した） 17 



総合事業に求められる発想の転換 

①新たな担い手確保による支援・サービス量の拡大 
 ◆新たな担い手が生活支援を提供 
 ◆高齢者も新たな担い手として期待される 

②総合事業で変わる専門職の役割 
 ◆「一対一」の関係から「一対多」の関係へ 
 ◆生活支援の担い手の多様化で介護人材は身体介護へ 

③時間をかけた住民主体の「地域づくり」 
 ◆「サービスづくり」ではなく「地域づくり」 
 ◆「お互いさま」の気持ちを具体化 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング：介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイント解説を参照した） 18 



（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング：新しい総合事業の移行戦略地域づくりに向けたロードマップから抜粋） 
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＜国から市町村へ＞ 

国が定める全国一律の保険給付を、地域の実情に応じて創意
工夫が図れる市町村事業に移行 

 

＜事業の目的＞ 

○サービスの充実 

・多様なニーズに対応するサービスの拡がりによる在宅生活
の安心確保 

○費用の効率化 

・住民主体のサービス利用の拡充 

・認定に至らない高齢者の増加 

・重度化予防の推進 

そこで…総合事業の導入 



３ 総合事業の内容は 
 （平成３０年度からの）？ 
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（厚生労働省：介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン（概要）から抜粋） 
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訪問型サービスのサービス内容等 
（平成３０年度以降） 

区分 
介護予防訪問介護 
相当サービス 

訪問型サービスＡ 
（指定事業者） 

訪問型サービスＡ 
（委託事業者） 

提供者 訪問介護事業者 訪問介護事業者 民間事業者・ＮＰＯ法人等 

サービス
内  容 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、 
○身体介護 
○掃除・洗濯・調理等の生活援助 

市の指定した研修を受けた者などが居宅を訪問し、 
○掃除、洗濯、調理等の生活援助 
 ※身体介護を行わない 
 ※２０分以上４５分未満の活動を目安とする 
○利用料は介護予防訪問介護相当サービスの９割程度 

サービス
対象者 

 原則、要支援１・２の者で、 
 
○入浴、排泄、食事、爪切り、服 
 薬等の身体介護が必要な場合 
○認知機能の低下や精神・知的障 
 がいにより日常生活に支障があ 
 るような症状や行動を伴う場合 
 （※１） 
○退院直後で状態が変化しやすい 
 場合 
○その他、市が必要と認めた場合 

 
要支援１・２、事業対象者で、 
 
○身体介護が不要で、生活援助が必要な場合 
 
 

例外的なサービス 原則的なサービス 

※１ ＢＰＳＤが見られる、ごみ屋敷になってる、近所とト
ラブルがある、社会と断絶している。 
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通所型サービスのサービス内容等 
（平成３０年度以降） 

区分 
介護予防通所介護 
相当サービス 

通所型サービスＡ 
（指定事業者） 

通所型サービスＢ 
（案） 

提供者 通所介護事業者 通所介護事業者 民間事業者・ＮＰＯ法人等 

サービス
内  容 

通所介護施設で、 
○入浴や食事の介助 
○機能訓練など 

通所介護施設で、 
○体操（３０分以上必須）、 
 レクリエーション、機能訓 
 練、入浴、送迎等 
○半日（３時間）程度のデイ
サービスを目安 
○利用料は介護予防通所介 
 護相当サービスの９割程度 

○体操（３０分以上必須）、 
 送迎（必須）、交流、趣味 
 活動、レクリエーション、 
 身体機能の向上に特化した 
 体操等 
○半日（３時間）程度のサー 
 ビスを目安とし、毎週定期 
 的に実施する。 
○利用料は各団体で設定 

サービス
対象者 

 原則、要支援１・２の者で、 
○身体機能や認知機能の低下、 
 あるいは精神・知的障がい 
 により日常生活に支障があ 
 る症状や行動を伴う場合 
○医療的処置や配慮・観察が 
 必要な場合（※１） 
○その他、市が必要と認めた 

 場合 

要支援１・２、事業対象者 
 
 
 
 

要支援１・２、事業対象者で、
○入浴・食事・排泄等の身体 
 介護が不要で、自力歩行が 
 できる場合 

※１ サービス利用中に血中酸素飽和度測定、血糖測定、血
圧測定等を要する場合、在宅酸素、ストマ管理、自己導尿、
創傷等の管理・観察や処置援助が必要な場合、股関節脱臼予
防への配慮が必要な場合等 

例外的なサービス 原則的なサービス 
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４ 総合事業の利用方法は？ 
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を利用できます。 

 
 
を利用できます。 

 
 
 
・介護予防訪問介護     
 相当サービス 
・訪問型サービスＡ 
 
・介護予防通所介護 
 相当サービス 
・通所型サービスＡ 
・通所型サービスＢ 

 
 
を利用できます。 

サービス利用の流れ 

ま
ず
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
相
談 

①初めてサービス
の利用を希望 
 
②総合事業以外の
サービスも利用希
望 
③第２号被保険者 

④更新時、要支援
１・２で、総合事
業（訪問型及び通
所型サービス）の
みを利用していて、
今後も同様のサー
ビスのみの利用を
希望 

要
介
護
認
定
を
受
け
る 

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
受
け
る 

要介護 
１～５ 

要支援 
１～２ 

非該当 

事業対象者
（生活機能
の低下が見
られた方） 

自立した生
活が送れる
方 

ケアプラン作
成（居宅介護
支援事業所） 

ケアプラ
ン作成
（地域包
括支援セ
ンター） 

介護サービス 

介護予防 
サービス 

介護予防・生活支
援サービス事業 

一般介護予防事業 

総合事業 
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困ったことがありましたら、地域包括支援センター
にご相談を！！ 

名 称 電話番号 担当地域 

地域包括支援セン
ター「けいあい」 
 
（鷲別町２－３２－１） 

８２－５００５ 新生町、栄町、若草町、鷲別町、美園町、
上鷲別町 

地域包括支援セン
ターゆのか 
 
（片倉町６－９－１） 

８８－２１０６ 
柏木町、富士町、片倉町、新川町、鉱山
町、川上町、桜木町、緑町、青葉町、大
和町、若山町、富岸町 

地域包括支援セン
ターあおい（愛桜） 
 
（登別東町３－１－２） 

８３－０５１１ 

カルルス町、登別温泉町、上登別町、中
登別町、登別東町、登別本町、登別港町、
富浦町、幸町、札内町、新栄町、幌別町、
中央町、千歳町、常盤町、来馬町 


